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他自治体の条例と本県条例たたき台 比較表 

東京都 岩手県 山形県 仙台市 宮城県（たたき台） 

東京都公文書等の管理に関する条例 

平成２９年東京都条例第３９号 

公文書の管理に関する条例 

令和４年岩手県条例第２０号 

山形県公文書等の管理に関する条例 

平成３１年山形県条例第１４号 

仙台市公文書等の管理に関する条例 

令和５年仙台市条例第１号 

（仮）公文書の管理に関する条例 

目次 

第１章 総則(第１条―第５条) 

第２章 公文書の管理 

第１節 文書の作成(第６条) 

第２節 公文書の整理等(第７条―第 

１７条) 

 

 

第３章 特定歴史公文書等の保存、利用

等(第１８条―第３７条) 

第４章 東京都公文書管理委員会(第３８

条・第３９条) 

第５章 雑則(第４０条―第４２条) 

 

附則 

目次 

第１章 総則(第１条―第３条) 

第２章 行政文書等の管理 

第１節 文書の作成(第４条) 

第２節 行政文書等の整理等(第５条

―第１０条) 

第３章 法人文書の管理(第１１条・第

１２条) 

第４章 歴史公文書の保存、利用等(第

１３条―第３０条) 

第５章 岩手県公文書管理委員会(第３

１条―第４４条) 

第６章 雑則(第４５条―第５０条) 

第７章 罰則(第５１条) 

附則 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 公文書の管理 

第１節 文書の作成（第４条） 

第２節 公文書の整理等（第５条－第

１０条） 

第３章 法人文書の管理（第１１条－第

１３条） 

第４章 特定歴史公文書の保存、利用等

（第１４条－第２９条） 

第５章 山形県公文書等管理委員会（第

３０条－第３８条） 

第６章 雑則（第３９条－第４１条） 

第７章 罰則（第４２条） 

附則 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条）  

第２章 公文書の管理（第４条―第１４

条）  

 

 

 

 

第３章 歴史的公文書等の保存、利用等

（第１５条―第３３条） 

第４章 仙台市公文書館（第３４条―第

３７条） 

第５章 雑則（第３８条・第３９条）  

 

附則 

目次 

第１章 総則 

第２章 行政文書の管理 

 

 

 

 

 

第３章 特定歴史行政文書等の保存、利

用等 

第４章 宮城県公文書管理委員会 

 

第５章 雑則 

前文 

新たな時代に向けて地方分権が進展する

中で、公正で透明な都政の推進と都民によ

る都政への参加の促進により、開かれた都

政を実現し、日本国憲法が保障する地方自

治を確立していくことが求められている。 

情報公開制度は、このような開かれた都

政を推進していく上でなくてはならない仕

組みとして発展してきたものである。東京

都は、都民の「知る権利」が情報公開の制

度化に大きな役割を果たしてきたことを十

分に認識し、都民がその知ろうとする東京

都の保有する情報を得られるよう、情報の

公開を一層進めていかなければならない。 

このような考え方に立って、この条例を

制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、東京都（以下

「都」という。）の諸活動や歴史的事

実の記録である公文書等が、都民によ

る都政への参加を進めるために不可欠

な都民共有の財産であることを明らか

にするとともに、公文書等の適正な管

理が情報公開の基盤であるとの認識の

下、都民が主体的に公文書等を利用し

得ることに鑑み、公文書等の管理に関

する基本的な事項を定めることによ

り、公文書の適正な管理、歴史公文書

等の適切な保存及び利用等を図り、も

って都政の透明化を推進し、現在及び

将来の都民に対する説明責任を果たす

ことを目的とする。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、公文書の管理に

関する基本的事項を定めること等に

より、行政文書等及び法人文書の適

正な管理並びに歴史公文書の適切な

保存、利用等を図り、もって行政が

適正かつ効率的に運営されるように

するとともに、県及び地方独立行政

法人等の諸活動を現在及び将来の県

民に説明する責務が全うされるよう

にすることを目的とする。 

 

 （第３条に基本理念を規定） 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、県及び地方独立行

政法人の諸活動及び歴史的事実の記録

である公文書等が、健全な民主主義の

根幹を支える県民共有の知的資源とし

て、県民が主体的に利用し得るもので

あることに鑑み、公文書等の管理に関

する基本的事項を定めることにより、

公文書等の適正な管理、歴史公文書の

適切な保存及び利用等を図り、もって

県政が適正かつ効率的に運営されるよ

うにするとともに、県及び地方独立行

政法人の有するその諸活動を現在及び

将来の県民に説明する責務が全うされ

るようにすることを目的とする。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、市の諸活動や歴史

的事実の記録である公文書等が、市民

共有の知的資源であることに鑑み、公

文書管理の基本的事項を定めることに

より、公文書の適正な管理並びに歴史

的公文書等の適切な保存及び利用等を

図り、もって市政が適正かつ効率的に

運営されるようにするとともに、市の

諸活動を現在及び将来の市民に説明す

る責務が全うされるようにすることを

目的とする。 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、県の諸活動や歴史

的事実の記録である公文書が、健全な

民主主義の根幹を支える県民共有の知

的資源として、県民が主体的に利用し

得るものであるとともに、その適正な

管理が県民の知る権利を尊重する情報

公開制度の基盤であることを踏まえ、

公文書の管理に関する基本的事項を定

めること等により、行政文書の適正な

管理、歴史公文書等の適切な保存及び

利用等を図り、もって県政が適正かつ

効率的に運用されるようにするととも

に、県の諸活動を現在及び将来の県民

に説明する責務が全うされるようにす

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」

とは、知事、教育委員会、選挙管理委

員会、人事委員会、監査委員、公安委

員会、労働委員会、収用委員会、海区

漁業調整委員会、内水面漁場管理委員

会、固定資産評価審査委員会、公営企

業管理者、警視総監及び消防総監並び

に都が設立した地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第

１１８号）第２条第１項に規定する地

方独立行政法人をいう。次項において

同じ。）をいう。 

２ この条例において「公文書」とは、

実施機関の職員（都が設立した地方独

立行政法人の役員を含む。以下同

じ。）が職務上作成し、又は取得した

文書、図画、写真、フィルム及び電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られた記録をいう。

以下同じ。）であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして、

（定義等） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 実施機関 知事、議会、教育委

員会、公安委員会、警察本部長、

選挙管理委員会、監査委員、人事

委員会、労働委員会、収用委員

会、海区漁業調整委員会、内水面

漁場管理委員会及び公営企業の管

理者をいう。 

(2) 地方独立行政法人等 県が設立

した地方独立行政法人（地方独立

行政法人法（平成１５年法律第１

１８号）第２条第１項に規定する

地方独立行政法人をいう。）及び

岩手県土地開発公社をいう。 

(3) 行政文書等 行政文書（議会以

外の実施機関の職員が職務上作成

し、又は取得した文書（図画及び

電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作ら

（定義） 

第２条 この条例において「実施機関」

とは、知事、教育委員会、選挙管理委

員会、人事委員会、監査委員、公安委

員会、警察本部長、労働委員会、収用

委員会、海区漁業調整委員会、内水面

漁場管理委員会、企業管理者及び病院

事業管理者をいう。 

２ この条例（第２１条第１項を除

く。）において「地方独立行政法人」

とは、県が設立団体である地方独立行

政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第２条第１項に規定する地方独立

行政法人をいう。 

３ この条例において「公文書」とは、

実施機関の職員が職務上作成し、又は

取得した文書（図画及び写真その他情

報が記録された規則で定める記録媒体

を含む。第２２条を除き、以下同

じ。）であって、当該実施機関の職員

が組織的に用いるものとして、当該実

施機関が保有しているものをいう。た

だし、次に掲げるものを除く。 

（定義）  

第２条 この条例において「公文書」と

は、実施機関の職員が職務上作成

し、又は取得した 文書、図画及び電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識する 

ことができない方式で作られた記録

をいう。以下同じ。）であって、当

該実施機関の職員 が組織的に用いる

ものとして、当該実施機関が保有し

ているものをいう。ただし、次に掲

げるものを除く。  

(1) 官報、公報、白書、新聞、雑誌、

書籍その他不特定多数の者に販売す

ることを目的として発行されるもの 

(2) 博物館その他の市の機関におい

て、歴史的若しくは文化的な資料又

は学術研究用の資料として特別の管

理がされているもの（歴史的公文書

を除く。）  

２ この条例において「歴史的公文書」

とは、公文書のうち、歴史資料として

重要なものとして第１１条第１項の規

（定義） 

第２条 この条例において「実施機

関」とは、知事、公営企業管理者、

教育委員会、選挙管理委員会、人事

委員会、監査委員、公安委員会、警

察本部長、労働委員会、収用委員

会、海区漁業調整委員会及び内水面

漁場管理委員会、県が設立した地方

独立行政法人（地方独立行政法人法

(平成１５年法律第１１８号)第２条

第１項に規定する地方独立行政法人

をいう。以下同じ。）並びに宮城県

住宅供給公社、宮城県道路公社及び

宮城県土地開発公社（以下「公社」

という。）をいう。 

２ この条例において「行政文書」と

は、実施機関の職員（県が設立した

地方独立行政法人及び公社にあって

は、役員を含む。以下同じ。）が職

務上作成し、又は取得した文書、図

画、写真及びスライドフィルム（こ

れらを撮影したマイクロフィルムを

含む。以下この項において同じ。）



3 

東京都 岩手県 山形県 仙台市 宮城県（たたき台） 

当該実施機関が保有しているものをい

う。ただし、次に掲げるものを除く。 

(1) 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書

籍その他不特定多数の者に販売するこ

とを目的として発行されるもの 

(2) 特定歴史公文書等 

(3) 東京都規則で定める都の機関等にお

いて、歴史的若しくは文化的な資料又

は学術研究用の資料として特別の管理

がされているもの 

３ この条例において「歴史公文書等」

とは、歴史資料として重要な公文書そ

の他の文書をいう。 

４ この条例において「特定歴史公文書

等」とは、歴史公文書等のうち、次に

掲げるものをいう。 

(1) 第１０条第１項又は第１１条第１項

の規定により東京都公文書館(以下

「公文書館」という。)に移管された

もの 

(2) 法人その他の団体(実施機関を除

く。以下「法人等」という。)又は個

人から公文書館に寄贈され、又は寄託

されたもの 

５ この条例において「公文書等」と

は、次に掲げるものをいう。 

(1) 公文書 

(2) 特定歴史公文書等 

れた記録をいう。第４０条を除

き、以下同じ。）を含む。第２３

条及び第２４条を除き、以下同

じ。）であって、当該実施機関の

職員が組織的に用いるものとし

て、当該実施機関が保有している

ものをいう。）及び議会の事務局

の職員が職務上作成し、又は取得

した文書であって、議会の事務局

の職員が組織的に用いるものとし

て、議会が保有しているものをい

う。ただし、次に掲げるものを除

く。 

ア 新聞、雑誌、書籍その他不特

定多数の者に販売することを目

的として発行されるもの 

イ 歴史公文書 

ウ 岩手県立図書館、地方自治法

(昭和２２年法律第６７号)第１

００条第１９項の規定により議

会に附置された議会図書室その

他の施設において、歴史的若し

くは文化的な資料又は学術研究

用若しくは調査研究用の資料と

して特別の管理がされているも

の 

(4) 法人文書 地方独立行政法人等

の役員又は職員が職務上作成し、

又は取得した文書であって、当該

地方独立行政法人等の役員又は職

員が組織的に用いるものとして、

当該地方独立行政法人等が保有し

ているものをいう。ただし、次に

掲げるものを除く。 

ア 新聞、雑誌、書籍その他不特

定多数の者に販売することを目

的として発行されるもの 

イ 歴史公文書 

ウ 岩手県立図書館その他の機関

において、歴史的若しくは文化

(1) 官報、県公報、白書、新聞、雑

誌、書籍その他不特定多数の者に販

売することを目的として発行される

もの 

(2) 特定歴史公文書 

(3) 山形県立図書館、山形県立博物館

その他の規則で定める施設におい

て、規則で定めるところにより、一

般の利用に供することを目的として

特別の管理がされているもの（前２

号に掲げるものを除く。） 

４ この条例において「法人文書」と

は、地方独立行政法人の役員又は職員

が職務上作成し、又は取得した文書で

あって、当該地方独立行政法人の役員

又は職員が組織的に用いるものとし

て、当該地方独立行政法人が保有して

いるものをいう。ただし、次に掲げる

ものを除く。 

(1) 官報、県公報、白書、新聞、雑

誌、書籍その他不特定多数の者に販

売することを目的として発行される

もの 

(2) 特定歴史公文書 

(3) 規則で定める施設において、規則

で定めるところにより、一般の利用

に供することを目的として特別の管

理がされているもの（前２号に掲げ

るものを除く。） 

５ この条例において「歴史公文書」と

は、公文書及び法人文書のうち、歴史

資料として重要な文書として、規則で

定める基準に適合するものをいう。 

６ この条例において「特定歴史公文

書」とは、歴史公文書のうち、次に掲

げるものをいう。 

(1) 第８条第１項の規定により知事に

移管されたもの 

(2) 第１１条第４項の規定により知事

に移管されたもの 

定により保存されているもの及び同条

第４項の規定により市長に移管された

ものをいう。  

３ この条例において「歴史的公文書

等」とは、次に掲げるものをいう。 

  (1) 歴史的公文書 

(2) 法人その他の団体（本市を除

く。以下「法人等」という。）

又は個人から本市が設置する公

文書館へ寄贈された文書、図画

及び電磁的記録（公文書を除

く。）  

４ この条例において「実施機関」と

は、市長、議会の議長、教育委員会、

選挙管理委員会、人事委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委

員会、公営企業管理者及び消防長をい

う。 

並びに電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作ら

れた記録をいう。以下同じ。）であ

って、当該実施機関の職員が組織的

に用いるものとして、当該実施機関

が保有しているものをいう。ただ

し、次に掲げるものを除く。 

(1) 官報、公報、白書、新聞、雑

誌、書籍その他不特定多数の者に

販売することを目的として発行さ

れるもの 

(2) 特定歴史行政文書等 

(3) 規則で定める県の機関等におい

て、歴史的若しくは文化的な資料又

は学術研究用の資料として特別の管

理がされているもの 

３ この条例において「歴史行政文書

等」とは、歴史資料として重要な行政

文書その他の文書をいう。 

４ この条例において「特定歴史行政 

文書等」とは、歴史行政文書等のう

ち、次に掲げるものをいう。 

 (1) 第●条第●項の規定により宮城県

公文書館（以下「公文書館」とい

う。）に移管されたもの。 

 (2) 法人その他の団体（実施機関を除

く。以下「法人等」という。）又は

個人から公文書館に寄贈され、又は

寄託されたもの 

５ この条例において「公文書」とは、

次に掲げるものをいう。 

 (1) 行政文書 

 (2) 特定歴史行政文書等 
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的な資料又は学術研究用の資料

として特別の管理がされている

もの 

 (5) 歴史公文書 歴史的価値を有

する行政文書等又は法人文書の

うち、第８条第１項又は第１１

条第４項の規定により一般の利

用に供するための保存の措置が

講じられたものをいう。 

(6) 公文書 行政文書等、法人文

書及び歴史公文書をいう。 

２ 地方独立行政法人等は、この条例

（次章、第３章、第４７条及び第４

８条を除く。）の規定の適用につい

ては、実施機関とみなす。 

７ この条例において「公文書等」と

は、次に掲げるものをいう。 

(1) 公文書 

(2) 法人文書  

(3) 特定歴史公文書 

（実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、政策の形成過程及

びその実施について、この条例に定める

ところに従い、公文書を適正に作成し、

及び管理しなければならない。 

（基本理念） 

第３条 実施機関は、公文書が、県及

び地方独立行政法人等の諸活動並び

に歴史的事実の記録であり、健全な

民主主義の根幹を支える県民共有の

財産として、県民が主体的に利用し

得るものであるとの認識の下に、公

文書を適正に管理しなければならな

い。 

   

 

第４条 実施機関は、当該実施機関の職

員に対し、公文書の管理を適正かつ効

果的に行うために必要な知識及び技能

を習得させ、及び向上させるために必

要な研修を行わなければならない。 

２ 知事は、実施機関の職員に対し、歴

史公文書等の適切な保存及び移管を確

保するために必要な知識及び技能を習

得させ、及び向上させるために必要な

研修を行わなければならない。 

  

 （第４０条に研修に係る規定あり） 

 

 （第３８条に研修に係る規定あり） 

 

（他の法令等との関係） 

第５条 公文書等の管理については、法

律若しくはこれに基づく命令又は他の

条例に特別の定めがある場合を除くほ

か、この条例の定めるところによる。 

 （他の法令との関係） 

第３条 公文書等の管理については、法

律若しくはこれに基づく命令又は他の

条例に特別の定めがある場合を除くほ

か、この条例の定めるところによる。 

（他の法令等との関係） 

第３条 公文書及び歴史的公文書等の管理

については、法令又は他の条例に特別

の定めが ある場合を除くほか、この条

例の定めるところによる。 

 （他の法令等との関係） 

第３条 公文書の管理については、法律

若しくはこれに基づく命令又は他の条

例に特別の定めがある場合を除くほ

か、この条例の定めるところによる。 

 


